
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 1,080 ▲ 1,100 ▲ 3,920 -

2,100

【要望額】
令和6年度要望額：170百万円

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

安全保障や経済分野での宇宙開発利用の重要性が増す中、デジタル化の進展等による市場環境の急激な変化への対応や衛星データを活用した安全・安心の確保など急務かつ

即効性のある研究開発を推進、加速していく上で、戦略的に取り組むべき技術開発かという視点
※

でプロジェクトを選定する。その上で、主担当省庁に予算を移し替えて事業を実
施すると共に、内閣府が関係省庁と連携して利用実証事業を実施する。
※①安全保障・経済成長の観点から、我が国の宇宙活動の自立性を維持・確保するために、戦略的に取り組むべき優先度の高い技術開発、②官民の多様な利用ニーズを踏まえ
た共通基盤として活用が期待される技術、又は、月面開発など地上での様々な分野の要素技術を結集・発展が必要な技術の開発、③関係省庁が縦割りを打破し、連携して取り組
むことが必要な技術開発

実施方法 その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 4,620 8,256 8,593

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

4,620 8,280 9,230 15,910 1,470

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) - 1,300 1,300 2,300 1,470

- 1,080 1,100

-

令和2年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

3,920 -

補正予算（B) 5,700 7,000 10,750

9,690

9,690

令和5年度第1次補正予算

2023 府 22 0140

内閣府

政策 22．宇宙政策

事業の目的
（5行程度以内）

我が国の安全保障や経済社会における宇宙システムの役割が大きくなる中、経済安全保障の観点も含め、宇宙活動の自立性の維持・強化に必要な技術開発・実証に取り組む。
具体的には、防災や通信など社会生活を支えるシステムとして今後の主流となりつつある小型衛星コンステレーションの関連技術や、アルテミス計画が目標とする持続的な月面探
査を実現するために必要となる月面関連技術など、宇宙政策委員会の下で優先的に取り組むべき技術課題を特定し、関係省庁の連携や産学官の多用なプレーヤーの参画の下
で、先進的な研究開発・実証プロジェクトを強力に進める。

宇宙開発戦略推進事務局 参事官　滝澤　豪

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
宇宙基本法(平成20年5月28日法律第43号)

関係する
計画、通知等

宇宙基本計画　(令和5年6月13日　閣議決定)

事業名 宇宙開発利用推進費 担当部局庁 宇宙開発戦略推進事務局 作成責任者

事業開始年度

施策 25．宇宙開発利用に関する施策の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www8.cao.go.jp/hyouka/r2hyouka/r2jigo/r2jigo-8.pdf

事業概要URL https://www8.cao.go.jp/space/comittee/02-jissyou/jissyou-dai1/sankou1.pdf

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 2,300

1,270

71%

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 93%

宇宙開発利用推進費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
81%

主な増減理由（・要望額・予備費）

99%

令和6年度要求

(目) 200

　

　

　

(目)

200

宇宙開発利用推進研究開発委託費

宇宙開発利用推進調査委託費

その他

1,470

我が国の安全保障や経済社会における宇宙システムの役割が大きくなっており、この傾向は更に強まると見込まれる。こうした中、宇宙活動は従来の官主導から官民共創の時代
を迎え、広範な分野で宇宙の利用による産業の活性化が図られてきている。さらに、宇宙探査の進展により、人類の活動領域は地球軌道を越えて、月面、更に深宇宙へと拡大し
つつある。宇宙は科学技術のフロンティアとして、また、経済成長の推進力として、ますますその重要性を増している。我が国の経済成長にとっても宇宙が大きな推進力となり得
る。このように、宇宙活動・利用の規模や幅が飛躍的に広がり、多様な分野の高度な技術の結集が不可欠となっている中で、効率的・効果的に宇宙開発を進めていくためには、各
省の縦割りを排し、全体最適を図ることが必要である。このような問題意識から、宇宙政策全体を俯瞰し、戦略的に取り組むべきプロジェクトを特定し、関係省庁の連携や産学の多
様なプレーヤーの参画の下で技術開発に取り組んでいくことが必要。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

衛星開発・実証小委員会の下、プロジェクトの選定や進捗の確認・評価を行っており、この中で事業実施のアウトカムを複数設定することは困難。

-

10 11

成果実績

-

目標値 -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

16

「宇宙開発利用加速化戦略プログラムの執行に関する基本方針」(令和3年1月29日宇宙政策委員会決定)に基づき、衛星開発・実証小委員会の下、成果目標を設
定した。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

-

-

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「宇宙開発利用加速化戦略プログラムの執行に関する基本方針」(令和3年1月29日宇宙政策委員会決定)に基づき、衛星開発・実証小委員会において、プロジェク
トの進捗を確認・評価しており、安全保障や経済成長などの観点から自立性を維持確保する技術、官民の共通基盤とされてる技術等の獲得に向けて着実に実施
されていることを確認している。

令和2年度 令和3年度

-

年度

- -

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

技術開発の着実な実施 各省連携プロジェクトの件数
活動実績

年度

- -

定量的な成果指標 単位

件 10

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件 15

活動目標 活動指標

-

達成度 ％

・安全保障や経済成長などの観点から、自立性を維
持・確保する技術の獲得
・官民の共通基盤として活用される技術の獲得
・効率的・効果的に技術開発を進めていくため、各省の
縦割りを排し、連携して取り組み必要な技術を獲得

-

成果実績 - -

-

「宇宙開発利用加速化戦略プログラムの執行に関する基本方針」(令和3年1月29日宇宙政策委員会決定)に基づき、衛星開発・実証小委員会の下、各省連携によ
り取り組むべきプロジェクトを選定し、主担当省庁へ予算を移し替えて執行する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

個別にプロジェクト選定を行い、各省にて執行するものであることから、プロジェクトの内容は様々であり、一律に定量目標を設定することは困難。

- - - -

目標値 - - - -



活動内容②
（アクティビティ）

内閣府が小型SAR衛星コンステレーションの構築を構想している事業者との一括契約により、事業者からユーザー省庁に対して、画像データ・解析サービスを直
接提供し、本格調達に向けた利用実証を行う。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

ユーザー省庁における実証の着実な実
施

各ユーザー省庁の実証件数
活動実績 件 - - 17

当初見込み 件 - - 10 25 25

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

官が率先して利用を拡大し、民需を喚起しながら民間の投資による衛星の配備を進める。さらに、ユーザー省庁において実証を着実に実施することにより、ユー
ザー省庁のニーズを取り込むことができ、行政利用を拡大させることが可能となる。令和４年度の実証の成果を踏まえ、ユーザー省庁とコミュニケーションを図りな
がら、政府が令和５年度以降の早期にアンカーテナントとなり得るテーマを重点的に支援することにより商業化を加速し、また、民間投資による衛星開発・配備を加
速化を図るため、令和５年度の衛星機数の計画値に対する達成度を短期アウトカムとして設定した。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

民間投資による衛星開発・配備を一層
加速させる。

令和５年度末時点の衛星機
数

成果実績 機 - - 4

目標値 機 - - 6 8

達成度 ％ - - 66.7

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

出典：
令和４年度実績：公開情報（令和４年１０月のイプシロンロケット打上げ失敗による小型SAR衛星の消失により、目標未達）
令和５年度目標：民間事業者から提供された打ち上げ計画の資料を参考

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

政府が令和６年度以降の早期にアンカーテナントとなり得るテーマを重点的に支援することで、民間投資による衛星開発・配備を加速させ、災害対応等での活用
が期待される民間の小型SAR衛星コンステレーションを令和７年までに構築するため、本格的な利用にあたりユーザーから要求される高頻度観測を可能とする衛
星機数の計画値に対する達成度を長期アウトカムとして設定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

民間事業者の打ち上げ計画とユーザー省庁の希望に基づき、15機を目標値として設定した。
出典：
令和４年度実績：公開情報（令和４年１０月のイプシロンロケット打上げ失敗による小型SAR衛星の消失により、目標未達）
令和５年度目標：民間事業者から提供された打ち上げ計画の資料を参考

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

7 年度

本格的な利用にあたりユーザーから要
求される高頻度観測を可能とする衛星
機数

令和７年度(最終年度)時点の
衛星機数

- - 4

目標値 機 - - 6 15

達成度 ％ - - 66.7

成果実績 機

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-
点検結果

「宇宙開発利用加速化戦略プログラムの執行に関する基本方針」(令和3年1月29日宇宙政
策委員会決定)に基づき、衛星開発・実証小委員会の戦略プロジェクトの選定、進捗報告に
よる評価等を実施し、効率的に進めている。

-

-

過去の外部有識者の所見を踏まえ、適切な目標を設定し、効果的・効率的な事業の実施に努めること。

外部有識者の所見

上記への対応状況

有識者の所見を踏まえ、活動目標の指標を「各省連携プロジェクトの件数」と見直した。これにより、効率的・効果的に宇宙開発を進めるべく、各省の縦割りを排除
し、全体最適を図れるよう、衛星開発・実証小委員会を適切に運営していく。

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

実際に予算を使って何かをするのは他省庁であり、定量的な目標もないため評価できない。プロジェクトが多ければいいというわけでもなく、レビューの意義が不
明。役割が省庁間の調整による効率的な執行や合目的性の評価などであるのなら、役割に応じた目標を設定すべきではないか。

-

令和2年度

引き続き、「宇宙開発利用加速化戦略プログラムの執行に関する基本方針」(令和3年1月29日宇宙政策委員会決定)に基づき、事業の適切な進捗管理、予算の効
率的執行をすべく、衛星開発・実証小委員会を適切に運営していく。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

平成28年度 -

平成29年度 -

平成27年度

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

引き続き過去の外部有識者の所見を踏まえ、適切な目標を設定し、効果的・効率的な事業の実施に努める。

現状通り

現状通り

-

平成30年度 -

平成23年度 -

事業に関連する
ＫＰＩが定められ
ている閣議決定

等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 -

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



0143

2021 府

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

0139

令和4年度 2022 府 21

20令和3年度

                             
※令和4年度実績を記入。執行実績がない事業については現時点で予定やイメージを記入。

＜令和4年度内閣府直執行実績＞

直執行 合計

関係省庁（分野に応じて決定）

＜令和4年度関係省庁移替え実績＞

計

計

計

計

計
＜令和4年度活用実績＞ 移替え 合計

随意契約（その他）

随意契約（その他）

随意契約（その他）

随意契約（その他）

随意契約（その他）

随意契約（その他） 随意契約（企画競争）、随意契約（その他）

随意契約（その他） 随意契約（企画競争）、随意契約（その他）

随意契約（その他） 随意契約（企画競争）

随意契約（その他） 随意契約（その他）

　端数処理の関係で内訳が合計に一致しない。

R.GITAI Japan株式会社 宇宙船外汎用作業ロボットアーム・ハンド技術開発178百万円

N.株式会社Pale Blue O.株式会社アークエッジ・スペース

小型衛星コンステレーション関連要素技術開発

330百万円 579百万円

P.株式会社ジェネシア
51百万円

S.株式会社アストロスケール
180百万円

355百万円
Ｑ.NECスペーステクノロジー株式会社他1者

K.国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 月面活動に向けた測位・通信技術開発837百万円
経済産業省

1,971百万円
L.株式会社三菱総合研究所他１者 M.高砂熱学工業株式会社 月面におけるエネルギー関連技術開発80百万円 218百万円

文部科学省 I.国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 衛星用の通信フルデジタル化技術開発2,284百万円 1,200百万円

J.国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 衛星のデジタル化に向けた革新的ＦＰＧＡの研究開発247百万円

総務省 G.国立研究開発法人　情報通信研究機構他1者 ひまわりの高機能化技術開発1,092百万円 196百万円

H.Space　BD株式会社他４者 月面におけるエネルギー関連技術開発896百万円

一般競争契約（総合評価）
気象庁 F有人宇宙システム株式会社 ひまわりの高機能化技術開発79百万円 79百万円

随意契約（公募）
海上保安庁 Ｅ.株式会社IHIジェットサービス 衛星データ等を活用したＡＩ分析技術開発300百万円 300百万円

随意契約（企画競争）
国土交通省 D.一般財団法人先端建設技術センター他14者 宇宙無人建設革新技術開発378百万円 378百万円

内閣府宇宙開発戦略推進事務局
6,755百万円

随意契約（企画競争）
農林水産省 C.一般社団法人SPACE FOODSPHERE 月面等における長期滞在を支える

高度資源循環型食料供給システムの開発651百万円 651百万円

2,490百万円
農林水産省 月面等における長期滞在を支える高度資源循環型食料供給システムの開発 510百万円

510百万円
7,380百万円

総務省 ひまわりの高機能化技術開発 250百万円
総務省 月面におけるエネルギー関連技術開発 1,740百万円

　気象庁 ひまわりの高機能化技術開発 30百万円
800百万円

総務省 次世代衛星光通信基盤技術の研究開発 500百万円

1,430百万円
国土交通省 宇宙無人建設革新技術開発 570百万円
　海上保安庁 衛星データ等を活用したＡＩ分析技術開発 200百万円

文部科学省 衛星オンボードPPPの実証機開発 100百万円
文部科学省 高安定レーザーを用いた測位衛星搭載時計の基盤技術開発 100百万円

文部科学省 月面活動に向けた測位・通信技術開発 830百万円
文部科学省 宇宙機のデジタル化を実現するマイクロプロセッサ内蔵FPGAモジュールの研究開発 200百万円

経済産業省 多種衛星のオンデマンドタスキング及びデータ生産・配信技術の研究開発 570百万円
2,150百万円

文部科学省 衛星用の通信フルデジタル化技術開発 200百万円

経済産業省 宇宙船外汎用作業ロボットアーム・ハンド技術開発 300百万円
経済産業省 月面におけるエネルギー関連技術開発 280百万円

実施主体（民間企業、大学、国研等）

主担当省庁 プロジェクト名称 配分額（億円）
経済産業省 小型衛星コンステレーション関連要素技術開発 1,000百万円

農林水産省
2,150百万円 1,430百万円 570百万円 200百万円 30百万円 2,490百万円 510百万円
経済産業省 文部科学省 国土交通省 海上保安庁 気象庁 総務省

委託 B. 株式会社Synspective 小型SAR衛星コンステレーションの
利用拡大に向けた実証（その２）719百万円

1,028百万円
一般競争契約（総合評価）

内閣府宇宙開発戦略推進事務局 ＜令和4年度内閣府直執行実績＞ 委託 A. 株式会社QPS研究所 小型SAR衛星コンステレーションの
利用拡大に向けた実証（その１）8,593百万円 309百万円

安全保障や経済分野での宇宙開発利用の重要性が増す中、デジタル化の進展等による市場環境の急激な変化への対応や衛星データを活用した安全・安心の確保など急務かつ即効性のある研究開発
を推進、加速していく上で、安全保障や経済成長などの観点から、自立性を維持・確保する上での優先度が高い技術開発。官民の共通基盤として活用が期待される技術、又は、月面開発など様々
な要素技術の結集・発展が必要な技術開発。関係省庁が縦割りを打破し、連携して取り組むことが必要な技術開発を行う。

主担当省庁 プロジェクト名称 配分額
内閣府 小型SAR衛星コンステレーションの利用拡大に向けた実証 1,028百万円

＜令和4年度関係省庁移替え実績＞ 一般競争契約（総合評価）

委託



☑費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 185.9 計 403.7

旅費 旅費 0.7

物品費 デジタル処理技術システム製作 6.1

人件費 研究員費、研究補助員費 21.9

一般管理費 一般管理費 24.5 一般管理費 一般管理費 93.2

その他 EM設計・部品選定・調達等作業 161.4 その他 衛星バスシステム詳細設計、BBM製作 281.8

G. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 300 計 79

再委託費 株式会社スペースシフトへの再委託費 11

再委託費 システム・エンジニアリング・ハウスへの再委託費 21

一般管理費 （人件費＋事業費）×14％ 33

人件費 事業開発 40

事業費 衛星データ提供費用・旅費・その他諸経費 195 雑役務費 ひまわり後継衛星への宇宙環境観測機能及び気象観測機能の
同時搭載に関する調査研究 79

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 651 計 378

研究開発費 試験研究費・人件費・旅費・その他諸経費 651 委託費 宇宙無人建設革新技術開発 378

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

21 人件費 事業開発

（人件費＋事業費・技術者（対象費用のみ））×
10％

45

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

人件費 事業開発 7 一般管理費

計 309 計 719

46

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費 衛星データ提供費用・旅費・その他諸経費 281 事業費 衛星データ提供費用・旅費・その他諸経費 628

一般管理費 （人件費＋事業費・技術者（対象費用のみ））×10％



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

G

H

☑支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

- - -5
国立研究開発法人宇宙航空
研究開発機構

9012405001241
テラヘルツ波を用いた月面の広
域な水エネルギー資源探査

22.4
随意契約（その

他）

-

4 国立大学法人東京大学 5010005007398
テラヘルツ波を用いた月面の広
域な水エネルギー資源探査

48.2
随意契約（その

他）
- - -

- -

3
国立研究開発法人情報通信
研究機構

7012405000492
テラヘルツ波を用いた月面の広
域な水エネルギー資源探査

193.4
随意契約（その

他）
- -

- - -

2 公立大学法人大阪 5120005020803
テラヘルツ波を用いた月面の広
域な水エネルギー資源探査

228.5
随意契約（その

他）
-

1 Space　BD株式会社 4010401114096
テラヘルツ波を用いた月面の広
域な水エネルギー資源探査

403.7
随意契約（その

他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

- -

2
学校法人五島育英会　東京
都市大学

7011005000358
ひまわりの高機能化技術開
発

10.3
随意契約（その

他）
- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立研究開発法人　情報通
信研究機構

7012405000492
ひまわりの高機能化技術開
発

185.9
随意契約（その

他）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 有人宇宙システム株式会社 5010001094250
ひまわり後継衛星への宇宙環境観測機
能及び気象観測機能の同時搭載に関す
る調査研究

79
一般競争契約
（総合評価）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社IHIジェットサービス 5012801007003 衛星データ等を活用したＡＩ分析技術開発 300
随意契約（公

募）
1 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

- -

1 - -

10 株式会社小松製作所 1010401010455
デジタルツイン技術を活用した、月面環
境に適応する建設機械実現のための研
究開発

20
随意契約

（企画競争）
1

9 清水建設株式会社・太陽工業株式会社・
学校法人東京理科大学共同体 - 月面インフレーダブル居住モジュールの

地上実験モデル構築
24

随意契約
（企画競争）

-

8 大林・名工大・レーザー総研共同体 - 月資源を用いた拠点基地建設材料の製
造と施工方法の技術開発

26
随意契約

（企画競争）
1 - -

- -

7
大林・JAXA・室蘭工大・サカセ共同
体

- 月面における展開構造物の要件定義お
よび無人設営検討の技術開発

26
随意契約

（企画競争）
1 -

1 - -

6 株式会社技研製作所 5490001000359
回転切削圧入の施工データを利用した、
月面建設の合理的な設計施工プロセス
の提案と評価

28
随意契約

（企画競争）
1

5 株式会社熊谷組 3160001007232 索道技術を利用した災害対応運搬技術
の開発

35
随意契約

（企画競争）

-

4
清水建設株式会社・ボッシュ株式会
社共同体

- 自律施工のための環境認識基盤システ
ムの開発及び自律施工の実証

36
随意契約

（企画競争）
1 - -

- -

3 鹿島・JAXA・芝浦工大共同体 -
建設環境に適応する自律遠隔施工技術
の開発－次世代施工システムの宇宙適
用

40
随意契約

（企画競争）
1 -

1 - -

2
立命館・芝浦工業大学・東京大学・港湾空港技術研究
所・アジア航測株式会社・基礎地盤コンサルタンツ株式
会社・ソイルアンドロックエンジニアリング株式会社共同
体

- 月面の３次元地質地盤図を作成するため
の測量・地番調査法

42
随意契約

（企画競争）
1

1
一般財団法人先端建設技術セン
ター

1010005002873 宇宙無人建設革新技術の現場実証支援
業務

50
随意契約

（企画競争）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人 SPACE
FOODSPHERE

4010405018715 月面等における長期滞在を支える高度資
源循環型食料供給システムの開発

651
随意契約（企画

競争）
6

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社Synspective 4010001189902
小型SAR衛星コンステレーションの
利用拡大に向けた実証（その２）

719
一般競争契約
（総合評価）

1 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社QPS研究所 2290002030634
小型SAR衛星コンステレーションの
利用拡大に向けた実証（その１）

309
一般競争契約
（総合評価）

1 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率
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